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(           )

平 成 15 年 ６ 月 ９ 日 
 

株 主 各 位 
 

本  店 福 井 市 中 央 ２ 丁 目 ６ 番 ８ 号 

東京本社 東京都新宿区津久戸町２番１号 

株式会社  熊  谷  組 

取締役社長 鳥 飼 一 俊 

 

第66期定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。 
 さて、当社第66期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますから、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙
に賛否をご表示、ご押印のうえ、折り返しご送付くださいますようお願い申しあげま
す。 

敬 具 
記 
 

  1. 日     時 平成15年６月27日（金曜日）午前10時 
  2. 場     所 東京都新宿区津久戸町２番１号 当社 東京本社 大会議室 
  3. 会議の目的事項 
   報 告 事 項  第66期（平成14年４月１日から平成15年３月31日まで）営業報

告書、貸借対照表及び損益計算書報告の件 
   決 議 事 項 
    第１号議案 第66期損失処理案承認の件 
    第２号議案 資本減少の件 
          議案の要領は、後記の「議決権の行使についての参考書類｣ 

(２頁から３頁まで) に記載のとおりであります。 
    第３号議案 株式併合の件 
          議案の要領は、後記の「議決権の行使についての参考書類｣ 

(３頁) に記載のとおりであります。 
    第４号議案 定款一部変更の件 
          議案の要領は、後記の「議決権の行使についての参考書類｣ 

(３頁から９頁まで) に記載のとおりであります。 
    第５号議案 会社分割計画書承認の件 
          議案の要領は、後記の「議決権の行使についての参考書類｣ 

(10頁から21頁まで) に記載のとおりであります。 
    第６号議案 取締役９名選任の件 
    第７号議案 監査役２名選任の件 

以 上 
招集通知に添付すべき計算書類及び監査報告書謄本は、別添 
の「第66期報告書」のとおりであります。 

22222222222222222222222222222222222222 

 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。 
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議決権の行使についての参考書類 

 

1. 総株主の議決権の数 610,050個 

 

2. 議案及び参考事項 

 
第１号議案 第66期損失処理案承認の件 

  損失処理案は、別添の「第66期報告書」(15頁) に記載のとおりといたしたいと

存じます。 

  ｢経営構造改革３ヵ年計画」では、会社分割に先立ち、財務内容の健全化を図る

ため保有資産を厳格に査定評価し、評価損等3,041億円を特別損失として計上した

ため、3,204億円の当期損失が計上され、その結果、2,839億円の債務超過の状態に

なっております。 

  そのため、当期未処理損失につきましては、資本準備金を全額取り崩してその処

理に充て、残額については全額次期繰越損失としたいと存じます。 

  従いまして、当期の株主配当金につきましては、株主の皆様には大変ご迷惑をお

かけいたしますが、引き続き無配とさせていただきたいと存じますので、何卒ご理

解賜りますようお願い申しあげます。 

  なお、本計画に基づく、債務免除益等による2,700億円ならびに優先株の発行に

伴う300億円をもって、本年９月末日までに債務超過を解消する予定であります。 

 

第２号議案 資本減少の件 

 1. 資本減少の理由 

   会社分割に先立ち、保有資産を厳格に査定評価し、適正な処理を実施すること

により大幅な欠損金を計上いたしますが、その補填のため資本の減少を行うもの

であります。 

   株主の皆様には、長期に亘る株価の低迷及び無配に加え、さらに多大なご負担

をお願いする結果となり、誠に申し訳なく存じますが、事情ご賢察のうえ、何卒

ご承認賜りますようお願い申しあげます。 

 2. 資本減少の内容 

  1 減少すべき資本の額 

    資本の額33,411,626,150円を30,070,463,535円減少して3,341,162,615円と

させていただきたいと存じます。なお、減少した資本の額全額は、資本の欠損
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の填補に充てることといたします。 

  2 資本減少の方法 

    払戻しを行わない無償の減資といたします。その他の必要事項につきまして

は、取締役会にご一任願いたいと存じます。 

    なお、資本減少の効力発生日は平成15年８月５日の予定であります。 

 

第３号議案 株式併合の件 

 1. 株式併合の理由 

   ｢経営構造改革３ヵ年計画」の実施に伴い、将来の普通株式の発行済株式総数

の適正化を目的として株式の併合を行うものであります。 

 2. 株式併合の方法 

   普通株式の発行済株式総数668,232,523株について、株式５株を１株に併合す

ることにより、133,646,504株といたします。 

   その他の必要事項につきましては、取締役会にご一任願いたいと存じます。 

   なお、株式併合の効力発生日は平成15年８月５日の予定であります。 

 

第４号議案 定款一部変更の件 

 1. 変更の理由 

  1 金融支援の一環として、優先株式を発行することに備えるため、発行する株

式の総数に関する規定（現行定款第５条)、１単元の株式数及び単元未満株券

の不発行（現行定款第６条）について所要の変更を行うとともに、株式の買受

けまたは消却に関する規定（変更案第５条の２)、優先株式に関する規定（変

更案第２章の２)、種類株主総会に関する規定（変更案第14条の２) 及び附則

を新設するものであります。 

  2 ｢商法及び株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律の一部を改正

する法律」(平成13年法律第149号) が平成14年５月１日に施行されたことに伴

い、監査役の任期に関する規定（現行定款第26条）について所要の変更を行う

とともに、取締役及び監査役の責任軽減が認められることになったため、取締

役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、取締役会の決議をも

って、法令に規定する限度内でその責任を免除することができる旨の規定（変

更案第23条の２及び第30条の２）を新設するものであります。 

    なお、変更案第23条の２の新設につきましては、あらかじめ監査役会の全員

一致による同意を得ております。 

  3 ｢商法等の一部を改正する法律」(平成14年法律第44号) が平成15年４月１日に

施行されたことに伴い、株券失効制度が創設されたため、名義書換代理人に関
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する規定（現行定款第８条）につき所要の変更を行い、また、定款の定めをも

って株主総会の特別決議の定足数を緩和することが認められたことから、今後

の特別決議の確実な成立のため、その定足数を緩和する規定（変更案第14条第

２項）を新設するものであります。 

  4 ｢経営構造改革３ヵ年計画」の実施に伴い、取締役の経営責任を明確にし、

経営環境の変化に対して最適な経営体制を構築するため、取締役の任期を現行

の２年から１年に短縮するものであります（変更案第17条)。 

 2. 変更の内容 

   変更の内容は次のとおりであります。 

（下線は変更部分であります｡） 

現 行 定 款 変  更  案 

（発行する株式の総数） 

第５条 当会社の発行する株式の総数は13億

株とする｡ 

（発行する株式の総数） 

第５条 当会社の発行する株式の総数は２億

６千万株とし、このうち２億株は普通

株式、６千万株は第２章の２に定める

株式（以下「第１種優先株式」とい

う｡）とする。ただし、普通株式の消

却が行われた場合または第１種優先株

式の消却もしくは普通株式への転換が

行われた場合は、これに相当する株式

数を減ずる｡ 

  

（新 設） 

 

 (株式の買受けまたは消却) 

第５条の２  当会社が自己株式を買受けまた

は消却するときは、株式の種類に拘わ

らず、その全部または一部につき行う

ことができる｡ 

  

（１単元の株式数および単元未満株券の不発

行) 

第６条  当会社の１単元の株式の数は1,000

株とする。 

（１単元の株式数および単元未満株券の不発

行) 

第６条 当会社の１単元の株式の数は、全て

の種類の株式につき1,000株とする。 

  2. 当会社は、１単元の株式の数に満た

ない株式 (以下「単元未満株式」とい

う｡) に係わる株券を発行しない。た

だし、株式取扱規則に定めるところに

ついてはこの限りではない。 

  2.   （現行どおり） 

  

（名義書換代理人） 

第８条 当会社は株式につき名義書換代理人

を置く。 

（名義書換代理人） 

第８条   （現行どおり） 
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現 行 定 款 変  更  案 

  2. 名義書換代理人およびその事務取扱

場所は、取締役会の決議により選定

し、これを公告する。 

  2.   （現行どおり） 

  3. 当会社の株主名簿および実質株主名

簿は、名義書換代理人の事務取扱場所

に備え置き、株式の名義書換、単元未

満株式の買取、その他株式に関する事

務はすべて名義書換代理人に取扱わ

せ、当会社においてはこれを取扱わな

い。 

  3. 当会社の株主名簿、実質株主名簿お

よび株券喪失登録簿は、名義書換代理

人の事務取扱場所に備え置き、株式の

名義書換、単元未満株式の買取、その

他株式に関する事務は名義書換代理人

に取扱わせ、当会社においてはこれを

取扱わない。 

  

（新 設） 第２章の２ 優先株式 

  

  (優先配当金) 

第９条の２ 当会社は、第32条に定める利益

配当を行うときは、毎決算期現在の最

終の株主名簿に記載または記録された

第１種優先株式を有する株主 (以下

｢第１種優先株主」という｡）もしくは

第１種優先株式の登録質権者 (以下 

｢第１種優先登録質権者」という｡）に

対し、毎決算期現在の最終の株主名簿

および実質株主名簿に記載または記録

された普通株式を有する株主（以下 

｢普通株主」という｡）もしくは普通株

式の登録質権者（以下「普通登録質権

者｣ という｡）に先立ち、第１種優先

株式１株につき年50円を上限として、

第１種優先株式の発行に際して取締役

会の決議で定める額の配当金（以下 

｢第１種優先配当金」という｡）を支払

う｡ 

   2. ある営業年度において第１種優先株

主または第１種優先登録質権者に対し

て支払う利益配当金の額が第１種優先

配当金の額に達しないときは、その不

足額は翌営業年度以降に累積しない｡ 

   3. 第１種優先株主または第１種優先登

録質権者に対しては、第１種優先配当

金を超えて配当は行わない｡ 
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現 行 定 款 変  更  案 

（新 設）  (残余財産の分配) 

第９条の３ 当会社は、残余財産を分配する

ときは、第１種優先株主または第１種

優先登録質権者に対し、普通株主また

は普通登録質権者に先立ち、第１種優

先株式１株につき500円を支払う｡ 

   2. 第１種優先株主または第１種優先登

録質権者に対しては、前項のほか、残

余財産の分配は行わない｡ 

  

  (株式の併合または分割、新株引受権等) 

第９条の４ 当会社は、法令に定める場合を

除き、第１種優先株式について株式の

併合または分割を行わない。また、当

会社は、第１種優先株主または第１種

優先登録質権者に新株の引受権または

新株予約権もしくは新株予約権付社債

の引受権を与えない｡ 

  

  (議決権) 

第９条の５ 第１種優先株主は、法令に定め

る場合を除き、株主総会において議決

権を有しない｡ 

  

  (普通株式への転換予約権) 

第９条の６ 第１種優先株主は、第１種優先

株式の発行に際して取締役会の決議で

定める転換を請求し得べき期間におい

て、当該決議で定める転換の条件で第

１種優先株式の普通株式への転換を請

求することができる｡ 

  

  (普通株式への強制転換条項) 

第９条の７ 当会社は、第１種優先株式の転

換を請求し得べき期間の末日（以下

｢第１種優先株式転換基準日」とい

う｡）が経過した場合には、商法第222

条の９の規定による取締役会の決議を

第１種優先株式転換基準日より５日以

内に行うこととし、転換の効力発生日

において、第１種優先株式を全て、当

会社の普通株式に転換する｡ 
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現 行 定 款 変  更  案 

（新 設）   2. 前項に定める第１種優先株式の転換

により発行する普通株式数は、第１種

優先株式１株の払込金相当額を第１種

優先株式転換基準日の翌日に先立つ45

取引日目に始まる30取引日の株式会社

東京証券取引所における当会社の普通

株式の普通取引の毎日の終値（気配表

示を含む｡）の平均値（終値のない日

数を除く｡）で除して得られる数とす

る。平均値の計算は、円単位未満小数

第１位まで算出し、その小数第１位を

切り上げる。ただし、上記の第１種優

先株式の転換により発行する普通株式

数は、当該平均値が第１種優先株式の

発行に際して取締役会の決議で定める

下限転換価額または52円のいずれか高

い金額を下回るときは、第１種優先株

式１株の払込金相当額を当該いずれか

高い金額で除して得られる数とする。

また、当該平均値が第１種優先株式の

発行に際して取締役会の決議で定める

上限転換価額（以下「上限転換価額｣ 

という｡）を上回るときは、第１種優

先株式１株の払込金相当額を上限転換

価額で除して得られる数とする｡ 

   3. 前項に定める転換の条件に従って普

通株式数を算出するにあたって１株に

満たない端数が生じたときは、商法に

定める株式の併合の場合に準じてこれ

を取り扱う｡ 

  

（決議の方法） 

第14条 株主総会の決議は、法令または本定

款に別段の定めある場合のほか、出席

株主の議決権の過半数をもって行う。

（決議の方法） 

第14条   （現行どおり） 

（新 設）   2. 商法第343条第１項の規定による株

主総会の決議は、総株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の３分の２以上に当る多数を

もって行う｡ 

 



 
00_0171001101506.doc 
㈱熊谷組様 招集 2003/06/01 14:49印刷 8/28 
 

― 8 ― 

 
現 行 定 款 変  更  案 

（新 設）  (種類株主総会) 

第14条の２ 第11条、第12条および第13条の

規定は、種類株主総会にこれを準用す

る｡ 

  

（任 期） 

第17条 取締役の任期は、就任後２年内の最

終の決算期に関する定時株主総会終結

の時までとする。 

（任 期） 

第17条 取締役の任期は、就任後１年内の最

終の決算期に関する定時株主総会終結

の時までとする。 

  2. 補欠または増員として選任された取

締役の任期は、現任取締役の残任期間

と同一とする｡ 

（削 除） 

  

（新 設）  (取締役の責任免除) 

第23条の２ 当会社は、取締役会の決議をも

って、商法第266条第１項第５号の行

為に関する取締役（取締役であった者

を含む｡）の責任を法令が定める範囲

で免除することができる｡ 

  

（任 期） 

第26条 監査役の任期は、就任後３年内の最

終の決算期に関する定時株主総会終結

の時までとする。 

（任 期） 

第26条 監査役の任期は、就任後４年内の最

終の決算期に関する定時株主総会終結

の時までとする。 

  2. 補欠として選任された監査役の任期

は、退任した監査役の任期の満了すべ

き時までとする。 

  2.   （現行どおり） 

  

（新 設）  (監査役の責任免除) 

第30条の２ 当会社は、取締役会の決議をも

って、監査役（監査役であった者を含

む｡）の責任を法令が定める範囲で免

除することができる｡ 

  

（新 設） 附 則 

  

  (効力発生日) 

第１条 第５条（発行する株式の総数）の変

更の効力発生日は、当会社第66期定時

株主総会の第３号議案に係る株式の併

合の効力が発生した日とする。なお、

本附則は株式の併合の効力発生後これ

を削除する｡ 
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   第３号議案に係る株式の併合の効力発生後の平成15年10月１日（予定）に発行

される第１種優先株式60,000,000株の転換予約権の行使に対応するため、当会社

の発行する株式の総数及び発行する普通株式の総数を、上記優先株式発行後の当

会社の発行済株式総数の４倍の範囲内で増加いたしたく、定款第５条をさらに下

記追加変更案の内容に変更させていただきたいと存じます。 

   なお、下記の定款第５条の追加変更の効力は、上記優先株式の発行の効力発生

を条件といたします。 
  

前 記 変 更 案 追 加 変 更 案 

 (発行する株式の総数) 

第５条 当会社の発行する株式の総数は２億

６千万株とし、このうち２億株は普通

株式、６千万株は第２章の２に定める

株式（以下「第１種優先株式」とい

う｡）とする｡ ただし、普通株式の消

却が行われた場合または第１種優先株

式の消却もしくは普通株式への転換が

行われた場合は、これに相当する株式

数を減ずる｡ 

 (発行する株式の総数) 

第５条 当会社の発行する株式の総数は７億

７千４百万株とし、このうち７億１千

４百万株は普通株式、６千万株は第１

種優先株式とする｡ ただし、普通株式

の消却が行われた場合または第１種優

先株式の消却もしくは普通株式への転

換が行われた場合は、これに相当する

株式数を減ずる｡ 
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第５号議案 会社分割計画書承認の件 

 1. 会社分割を必要とする理由 

   ｢経営構造改革３ヵ年計画」では、多額の金融支援等をいただき資産を厳格に

査定評価した後、会社分割を実施するものであり建設本業会社は建設事業に関連

する資産のみ保有し、お客様重視の本来の建設業に専念することにより、規模を

追わない安定した収益基盤を持った経営構造を確立することで、再建期間を３年

間に短縮して今後の建設マーケットの縮小にも対応可能な企業を目指します。 

   また、分離・新設する不動産事業会社においても、会社分割前に金融支援等に

より含み損を処理し、物件の早期売却による有利子負債の圧縮と不動産賃貸収益

や海外PFI事業収益等をもとに、自立・安定した事業運営を目指してまいります。

会社分割後は、建設本業会社及び不動産事業会社がそれぞれの事業分野に特化す

ることで、収益性・効率性を抜本的に改善した新体制へ移行いたします。 

   株主各位におかれましては、何卒以上の趣旨にご賛同いただき、ご承認賜りま

すようお願い申しあげます。 

 

 ２. 会社分割計画書の内容 

   1 会社分割計画書（写） 

会社分割計画書 

 当社は、当社の不動産事業、海外PFI等に係る投融資事業および債権の回収事業

(以下「本件営業」という｡）を分離独立させて新たに設立する会社「ニューリアルプ

ロパティ株式会社」(以下「新設会社」という｡）に承継させる新設分割（以下「本件

分割」という｡）を行うこととし、次のとおり分割計画書を作成する。 

 

第１条（定義） 

 本件営業のうち 

 1 不動産事業とは、当社事業推進室または同開発事業部が所管する一切の事業を

いう。 

 2 海外PFI等に係る投融資事業とは、当社海外事業部が所管する一切の不動産事

業をいう。 

 3 債権の回収事業とは、当社財務管理部が所管する一切の事業をいう。 

第２条（定款） 

 新設会社の定款の規定は、後記「定款｣（12頁から16頁参照）に記載のとおりとす

る。 

第３条（新設会社が分割に際して発行する株式および割当に関する事項） 

 新設会社は本件分割に際して普通株式66,823,252株を発行し、平成15年９月８日の

当社の最終の株主名簿（実質株主名簿を含む｡）に記載された株主（実質株主を含む｡ 

以下同じ｡）に対して、その所有する当社の普通株式２株につき、新設会社の普通株

式１株の割合をもって割当交付する。 
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第４条（分割交付金） 

 本件分割にあたり、分割交付金は支払われないものとする。 

第５条（新設会社の資本の額および準備金に関する事項） 

 新設会社の資本の額および準備金は次のとおりとする。 

 1 資本金    金50億円 

 2 資本準備金  商法第288条ノ２第１項第３号ノ２の超過額 

第６条（承継する権利義務） 

1. 新設会社は、本件分割により、後記「承継権利義務明細表｣（16頁から17頁参

照）に記載の本件営業に係る権利義務を当社から承継する。なお、承継する権利

義務は、平成15年３月31日現在の当社の貸借対照表その他同日現在の計算を基礎

とし、これに分割期日前日現在までの増減を加除修正した上で確定する。また、

新設会社は本件分割により承継する負債についてはすべて免責的に承継する。 

2. 第１項の承継権利義務のうち、商法第374条ノ10第２項の規定により両社の連帯

債務となった債務があるときは、新設会社の最終的な負担とする。 

3. 新設会社が本件営業を営むに必要な人員については、当社から出向させるものと

し、新設会社は、当社の本件営業に従事する従業員に係る雇用契約を承継しない。 

第７条（登記・登録等） 

 前条の規定により承継される財産等に関する登記、登録、通知等の手続に要する登

録免許税その他の費用は、当社が負担するものとする。 

第８条（当社の減少すべき資本の額または準備金に関する事項） 

 1 資本金    金50億円 

 2 資本準備金  第５条2の資本準備金額 

第９条（分割期日） 

 分割をすべき時期（以下「分割期日」という｡）は、平成15年10月１日とする。た

だし、手続の進行上、必要がある場合にはこれを変更することができる。 

第10条（新設会社の取締役および監査役） 

 新設会社の取締役および監査役は次のとおりとする。 

  取締役 東 信彦、坂口金幸、赤尾英二、加藤卓夫、千葉倫夫 

  監査役 永田政男、根橋史郎、小西純治、小嶋正己 

第11条（新設会社の会計監査人） 

 新設会社の会計監査人は監査法人芹沢会計事務所とする。 

第12条（競業避止義務） 

 当社は、本件分割の効力発生後においても、本件営業と競合する営業を行うことが

できるものとし、新設会社に対して競業避止義務を負担しない。 
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第13条（条件の変更） 

 本分割計画書作成後、分割期日前日までの間に、天変地変その他の事由により新設

会社が承継する権利義務を変更する必要が生じたときは、当社は本分割計画書を変更

することができる。 

 

   2 新設会社の定款 

ニューリアルプロパティ株式会社定款 

第１章 総 則 

（商 号） 

第１条 当会社はニューリアルプロパティ株式会社と称する。 

 2.  英文ではNew Real Property Corporationと表示する。 

（目 的） 

第２条 当会社は次の事業を行うことを目的とする。 

 1. 不動産の売買、賃貸、仲介、管理および鑑定 

 2. 地域、都市、海洋等の各開発事業および環境整備、公害防止施設に関する調査、

企画、設計、施工、監理、指導、マネジメントおよびコンサルティングならび

に請負 

 3. 土砂の採取、運搬、土地の造成、埋立および浚渫 

 4. 住宅、マンション、店舗等の建設ならびに分譲 

 5. 建設工事の調査、測量、企画、設計、施工、監理、技術指導、マネジメントお

よびコンサルティングならびに請負 

 6. 建設用資材、建設用および運搬用機械、車輌、船舶その他これ等に附帯または

関連する機械、器具の設計、製作、販売、賃貸ならびに関係工事の請負 

 7. 建物、構築物およびその設備機器の保守および管理 

 8. ホテル、ゴルフ場、スポーツ施設、遊園地等、レクリエーション施設および飲

食店の経営、管理 

 9. 有料道路の新設、維持、修繕、保有、管理ならびに休憩所、その他関連施設の

建築および管理 

10. 工業所有権、ノウハウ、コンピュータを利用したソフトウェアの取得、実施許

諾および販売 

11. 損害保険代理業ならびに金銭貸付、債務の保証等の金融業務 

12. 前各号に附帯または関連する業務 

（本店の所在地） 

第３条 当会社は本店を福井市に置く。 

（公告の方法） 

第４条 当会社の公告は、官報に掲載して行う。 
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第２章 株 式 

（発行する株式の総数） 

第５条 当会社の発行する株式の総数は２億６千７百万株とする。 

（１単元の株式数および単元未満株券の不発行） 

第６条 当会社の１単元の株式の数は1,000株とする。 

 2.  当会社は、１単元の株式の数に満たない株式（以下「単元未満株式」とい

う｡）に係わる株券を発行しない。ただし、株式取扱規則に定めるところにつ

いてはこの限りではない。 

（株式取扱規則） 

第７条 当会社の発行する株券の種類ならびに株式の名義書換、単元未満株式の買取、

その他株式に関する取扱およびその手数料は、取締役会で定める株式取扱規則

による。 

（名義書換代理人） 

第８条 当会社は株式につき名義書換代理人を置く。 

 2.  名義書換代理人およびその事務取扱場所は、取締役会の決議により選定し、

これを公告する。 

 3.  当会社の株主名簿および株券喪失登録簿は、名義書換代理人の事務取扱場所

に備え置き、株式の名義書換、単元未満株式の買取、その他株式に関する事務

は名義書換代理人に取扱わせ、当会社においてはこれを取扱わない。 

（基準日） 

第９条 当会社は、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載または記録された株主をも

って、その決算期に関する定時株主総会において権利を行使すべき株主とする。 

 2.  前項のほか、必要に応じ、取締役会の決議により、あらかじめ公告して、基

準日を定めることができる。 

 

第３章 株 主 総 会 

（招 集） 

第10条 当会社の定時株主総会は、毎年６月に、臨時株主総会は必要に応じて招集す

る。 

（招集地） 

第11条 当会社の株主総会は、福井市もしくは東京都各区内において招集する。 

（招集者および議長） 

第12条 株主総会は、取締役社長が招集し、その議長となる。 

 2.  取締役社長にさしつかえあるときは、取締役会で定めた順序により、それぞ

れ他の取締役がこれに当る。 
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（議決権の代理行使） 

第13条 株主またはその法定代理人が、代理人をもってその議決権を行使する場合は、

その代理人は当会社の議決権を有する株主でなければならない。 

（決議の方法） 

第14条 株主総会の決議は、法令または本定款に別段の定めある場合のほか、出席株

主の議決権の過半数をもって行う。 

 2.  商法第343条第１項の規定による株主総会の決議は、総株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当る多数をもっ

て行う。 

 

第４章 取締役および取締役会 

（員 数） 

第15条 当会社の取締役は、６名以内とする。 

（選 任） 

第16条 取締役は、株主総会で選任する。 

 2.  前項の選任決議には、総株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席を

要する。 

 3. 取締役の選任決議は、累積投票によらない。 

（任 期） 

第17条 取締役の任期は、就任後２年内の最終の決算期に関する定時株主総会終結の

時までとする。 

 2.  補欠または増員として選任された取締役の任期は、現任取締役の残任期間と

同一とする。 

（招集者および議長） 

第18条 取締役会は、取締役社長が招集し、その議長となる。 

 2.  取締役社長にさしつかえあるときは、取締役会で定めた順序により、それぞ

れ他の取締役がこれに当る。 

（招集通知） 

第19条 取締役会の招集通知は、各取締役および各監査役に対し、会日の２日前まで

に発するものとする。ただし、緊急の必要あるときはこれを短縮することがで

きる。 

（決議事項） 

第20条 取締役会は、法令または本定款に定める事項のほか当会社の重要な業務執行

に関する事項を決定する。 



 
00_0171001101506.doc 
㈱熊谷組様 招集 2003/06/01 14:49印刷 15/28 
 

― 15 ― 

（取締役会規則） 

第21条 取締役会に関しては、法令または本定款の定めによるのほか、取締役会で定

める取締役会規則による。 

（役付取締役および代表取締役） 

第22条 取締役会の決議により、会社を代表する取締役として取締役社長１名を選任

する。 

 2.  取締役会の決議により、取締役会長１名、取締役副社長、専務取締役および

常務取締役若干名を選任することができる。 

 3.  会社を代表する取締役は、第１項のほか、取締役会の決議により、役付取締

役のなかから若干名を定めることができる。 

（報 酬） 

第23条 取締役の報酬は、株主総会の決議により定める。 

 2.  前項の報酬には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないものとする。 

（取締役の責任免除） 

第23条の２ 当会社は、取締役会の決議をもって、商法第266条第１項第５号の行為

に関する取締役（取締役であった者を含む｡）の責任を法令が定める範囲で免

除することができる。 

 

第５章 監査役および監査役会 

（員 数） 

第24条 当会社の監査役は、５名以内とする。 

（選 任） 

第25条 監査役は、株主総会で選任する。 

 2.  前項の選任決議には、総株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席を

要する。 

（任 期） 

第26条 監査役の任期は、就任後４年内の最終の決算期に関する定時株主総会終結の

時までとする。 

 2.  補欠として選任された監査役の任期は、退任した監査役の任期の満了すべき

時までとする。 

（招集通知） 

第27条 監査役会の招集通知は、各監査役に対し、会日の２日前までに発するものと

する。ただし、緊急の必要あるときはこれを短縮することができる。 

（監査役会規則） 

第28条 監査役会に関しては、法令または本定款の定めによるのほか、監査役会で定

める監査役会規則による。 
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（常勤監査役） 

第29条 監査役は、互選により常勤の監査役を定める。 

（報 酬） 

第30条 監査役の報酬は、株主総会の決議により定める。 

（監査役の責任免除） 

第30条の２ 当会社は、取締役会の決議をもって、監査役（監査役であった者を含

む｡）の責任を法令が定める範囲で免除することができる。 

 

第６章 計 算 

（決算期） 

第31条 当会社の決算期は、毎年３月31日とする。 

（利益配当金） 

第32条 利益配当金は、毎決算期現在の最終の株主名簿に記載または記録された株主

もしくは登録質権者に支払う。 

 2.  利益配当金が、支払開始の日から満３年を経過しても受領されないときは、

当会社はその支払の義務を免れるものとする。 

 

第７章 附 則 

（設 立） 

第33条 当会社の設立は、商法第373条の会社分割による。 

 2.  当会社の設立に際して発行する株式の総数は普通株式66,823,252株とする。 

（最初の営業年度） 

第34条 当会社の最初の営業年度は当会社成立の日から平成16年３月31日までとする。 

（最初の取締役および監査役の任期） 

第35条 当会社の最初の取締役および監査役の任期は、就任後１年内の最終の決算期

に関する定時株主総会終結の時までとする。 

 

 3. 分割計画書の参考事項 

  1 新設会社が承継する主要な権利義務 

承継権利義務明細表 

  1. 不動産事業 

   1 不動産関連 

     事業推進室または開発事業部が管理する土地、建物、その他分割会社名義

の一切の不動産およびこれに付随する財産、債務、その他の権利義務を承継

する。 
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   2 案件関連 

     事業推進室または開発事業部が管理する不動産事業に係る一切の財産、債

務、その他の権利義務を承継する（但し、請負契約を除く)。 

   3 会社関連 

     事業推進室が管理する会社（以下、｢本件会社」という）の発行する株式、

本件会社に対する貸付金債権、その他当社と本件会社の一切の権利義務を承

継する。 

  2. 海外事業 

    海外事業部が管理する会社（以下、｢海外事業会社」という）に対する出資

持分、当社の海外事業会社に対する貸付金債権、その他当社と海外事業会社の

一切の権利義務を承継する。 

  3. 債権回収事業 

   1 未回収工事債権 

     財務管理部が管理する未回収工事債権およびこれに付随する権利義務を承

継する。 

   2 案件関連 

     財務管理部が管理する事業に係る一切の財産、債務、その他の権利義務を

承継する。 

   3 有価証券 

     財務管理部が管理する一切の株式 

   4 ゴルフ会員権、その他施設利用権 

     ゴルフ場に関するゴルフ会員権、リゾート施設の利用権を含む財務管理部

が管理するゴルフ会員権、リゾート施設の利用権およびこれに付随する権利

義務 

  4. 現預金 

    事業推進室、開発事業部、海外事業部、財務管理部が管理する預金口座にお

いて管理される預金および現金 

  5. 新設会社が承継する金融機関からの借入金債務等 

   1 事業推進室、開発事業部、海外事業部、財務管理部が管理する口座におい

て管理される借入金債務 

   2 以上の債務以外の借入金債務は、承継されないものとする。 

   3 金利交換取引契約 

     新設会社が承継する借入金債務に関する金利交換取引契約 
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  2 取締役に関する参考事項 
 
候補者 

番 号 

氏    名 

(生 年 月 日) 
略         歴 

及び他の会社の代表状況 
所有する当社 

の 株 式 の 数 
    

1 
東  信 彦

(昭和18年６月24日生)

昭和41年４月 当社入社 
平成９年４月 当社東京支店長 
平成９年６月 当社取締役 
平成11年４月 当社常務取締役 
平成11年４月 当社営業総合本部 
 首都圏営業本部長 
平成12年７月 当社専務取締役 
平成12年12月 当社取締役副社長（現任） 
平成13年１月 当社執行役員副社長（現任） 
平成13年２月 当社首都圏支社長 
平成14年４月 当社営業本部長（現任） 
 現在に至る 

170,500株 

        

2 
坂 口 金 幸

(昭和22年３月27日生)

昭和44年４月 当社入社 
平成６年１月 当社開発事業本部開発事業部長 
平成12年４月 当社開発事業部総括部長 
平成12年10月 当社事業推進室長（現任） 
 現在に至る 
他の会社の代表状況 
ケージー不動産サービス株式会社 取締役社長 
ケージーリアルプロパティ株式会社 取締役社長
ケージー不動産リース株式会社 取締役社長 
ケージーリアルエステイト株式会社 取締役社長 
筑土興産株式会社 取締役社長 

9,000株 

        

3 
赤 尾 英 二

(昭和30年１月10日生)

昭和52年４月 株式会社住友銀行入行 
平成８年４月 同行所沢支店長 
平成９年８月 同行融資業務部長 
平成12年６月 当社入社 
平成12年６月 当社営業本部第８営業部総括部長
平成12年10月 当社事業推進室担当部長（現任）
 現在に至る 

5,000株 

        

４ 
加 藤 卓 夫

(昭和23年２月21日生)

昭和47年４月 当社入社 
平成８年４月 当社北関東支店管理部長 
平成12年３月 当社財務本部副本部長 
平成13年２月 当社東北支店次長（現任） 
平成13年２月 当社東北支店管理部長（現任） 
平成13年９月 当社東北支店事業推進グループ 
 グループ部長（現任） 
 現在に至る 

4,000株 

        

５ 
千 葉 倫 夫

(昭和25年９月22日生)

昭和49年４月 当社入社 
平成10年１月 当社横浜支店管理部長 
平成13年２月 当社九州支店管理部長（現任） 
平成13年９月 当社九州支店事業推進グループ 
 グループ部長（現任） 
 現在に至る 

18,000株 

    
 
 (注) 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 
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  3 監査役に関する参考事項 
 
候補者 
番 号 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略         歴 
及び他の会社の代表状況 

所有する当社 
の 株 式 の 数 

    

1 
永 田 政 男

(昭和24年８月29日生)

昭和49年４月 当社入社 
平成10年１月 当社九州支店管理部長 
平成11年10月 当社九州支店企画室長 
平成13年２月 当社管理本部総務部長（現任） 
 現在に至る 

8,000株 

        

2 
根 橋 史 郎

(昭和10年10月22日生)

昭和35年４月 当社入社 
平成７年６月 当社取締役 
平成11年４月 当社常務取締役 
平成12年４月 当社専務取締役 
平成13年６月 当社常勤監査役 
平成14年６月 株式会社ケイエヌ・ファシリティ

ーズ取締役（現任） 
 現在に至る 

22,796株 

        

3 
小 西 純 治

(昭和33年７月18日生)

昭和56年４月 当社入社 
平成８年10月 当社広島支店管理部経理課長 
平成11年６月 当社経営企画本部情報システム部

情報企画グループ課長 
平成12年４月 当社財務本部財務管理部財務管理

第２課長 
平成13年４月 当社財務本部収支管理部課長 
平成13年７月 当社財務本部主計部主計第１課長
平成14年４月 当社財務本部主計部副部長（現

任） 
 現在に至る 

3,000株 

        

４ 
小 嶋 正 己

(昭和12年10月20日生)

昭和44年４月 弁護士登録 
昭和49年10月 当社非常勤顧問 
平成６年６月 当社監査役（現任） 
 現在に至る 

13,000株 

    
 
 (注) 1. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

    2. 各候補者は、｢株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項

に定める社外監査役の候補者であります。 
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  4 会計監査人に関する参考事項 
 

名 称 監査法人芹沢会計事務所 

事務所 
(主たる事務所） 
東京都千代田区有楽町一丁目12番１号新有楽町ビル

沿 革 昭和59年11月 設立 

概 要 

(平成15年３月31日現在） 
公認会計士 16名 

代表社員 ２名

社  員 ５名

事務局職員等 ４名 

 

  5 報酬に関する参考事項 

   取締役の報酬額につきましては、新設会社の取締役の員数、経済情勢及びその

他諸般の事情を勘案して､「月額900万円以内」とさせていただきたいと存じます。 

   また、監査役の報酬につきましても、同様の理由から､「月額500万円」以内と

させていただきたいと存じます。 

   なお、取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないもの

といたします。 

   本議案により、分割計画書が承認可決されますと、新設会社の取締役の員数は

５名、監査役は４名となります。 

 

 ４. 商法第374条ノ２第１項第２号の株式の割当に関する事項につきその理由を記

載した書面の内容 

  1 新設会社の発行する株式全株を分割会社の株主に割り当てる理由 

    不動産事業部門を承継する新設会社と建設事業部門が帰属する分割会社の資

本関係を遮断することで、両社の経営の独立性を確保し、経営の意思決定の迅

速化を図るためであります。 

  2 発行株式を66,823,252株（資本金 5,000,000,000円）とした理由 

    商法第374条ノ５の制限の範囲内において、新設会社の対外信用、活動資金

などの諸般の事情を考慮して、資本金を5,000,000,000円と定め、当社の株主

に割り当てる株式数につきましては、その所有する当社の普通株式２株につき、

新設会社の普通株式１株を割り当てることとし、66,823,252株といたしました。 

 

 ５. 商法第374条ノ２第１項第３号の各会社の負担すべき債務の履行の見込みある

こと及びその理由を記載した書面の内容 
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  1 当社の負担すべき債務の履行の見込みあること及びその理由 

    当社は、当社債権者たる株式会社三井住友銀行をはじめとした主要金融機関

の皆様より、本分割に先立つ平成15年９月を目途として総額2,700億円の債務

免除等を受ける見込みとなっております。また、平成15年６月27日開催の定時

株主総会後、本分割までに株式会社三井住友銀行等に対する発行価額300億円

の優先株式による第三者割当増資を実施し、当該発行価額の総額は本分割に先

立つ平成15年９月に払い込まれる見込みとなっております。 

    従いまして、平成15年３月末日現在の当社の貸借対照表その他同日現在の計

算を基礎とし、これに上記債務免除及び増資を含めた分割期日前日現在までの

増減を加除した分割期日における当社の資産の価額は約2,424億円、負債の額

は約2,245億円となる見込みであります。そして、本分割により、当社は約179

億円の純資産を有することになる予定であります。 

    また、当社の本件分割後の事業活動において当社の負担する債務の履行に支

障を及ぼす事態の発生は、現在予想されておりません。 

    よって、当社といたしましては、分割期日後に弁済期が到来する債務につき

履行の見込みがあるものと判断しております。 

 

  2 新設会社の負担すべき債務の履行の見込みあること及びその理由 

    新設会社が本分割により当社より承継する予定の資産の額は約1,471億円、

負債の額は約1,371億円であります。本分割により、新設会社は約100億円の純

資産を有することになる予定であります。 

    当社が平成15年４月に作成した事業計画における新設会社の業績は、不動産

賃貸収入や海外PFI事業からの収益を主体に、平成15年度（半期）及び平成15

年度以降平成17年度までの各年度について、経常利益ベースで黒字を確保する

見込みであり、当該各年度のいずれにおいても純資産を有する見込みでありま

す。また、他に新設会社の負担する債務の履行につき支障を及ぼす事態の発生

は現在予想されておりません。よって、当社は新設会社において分割期日後に

弁済期が到来する債務につき履行の見込みがあるものと判断しております。 

    なお、当社は会計監査人である監査法人芹沢会計事務所から、上記当社の分

割期日における資産、負債および純資産ならびに新設会社が承継する予定の資

産、負債および純資産のそれぞれの見込価額について、その計算過程に合理性

を欠くと判断される重要な事項は認められない旨の記載がある書簡を受領して

おります。 

 

 ６. 商法第374条ノ２第１項第４号及び第６号の貸借対照表及び損益計算書の内容

は別添の「第66期報告書」11頁から14頁までに記載のとおりであります。 
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第６号議案 取締役９名選任の件 

  取締役10名は本総会終結の時をもって任期満了となりますので、改めて取締役９

名の選任をお願いするものであります。 

  なお、第４号議案定款一部変更の件が承認可決されますと、就任する取締役の任

期は１年となります。 

  取締役候補者は次のとおりであります。 

取締役候補者 
 
候補者 
番 号 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略         歴 
及び他の会社の代表状況 

所有する当社 
の 株 式 の 数 

    

1 
鳥 飼 一 俊

(昭和22年１月10日生)

昭和44年４月 当社入社 
平成10年６月 当社経営総合本部管理本部長代行
平成10年10月 当社経営総合本部管理本部長 
平成12年４月 当社管理本部長 
平成12年６月 当社取締役 
平成12年７月 当社秘書部担当 
平成12年７月 当社綱紀担当 
平成12年９月 当社取締役副社長 
平成12年12月 当社取締役社長（現任） 
平成13年１月 当社執行役員社長（現任） 
平成14年１月 当社海外本部担当（現任） 
 現在に至る 

97,500株 

        

2 
飛 松 集 一

(昭和16年７月１日生)

平成８年５月 株式会社住友銀行専務取締役米州
駐在兼米州本部長 

平成９年３月 株式会社共同債権買取機構社長 
平成11年６月 大手町建物株式会社取締役社長 
平成12年12月 当社顧問 
平成13年１月 当社取締役副社長（現任） 
平成13年１月 当社執行役員副社長（現任） 
 現在に至る 

61,000株 

        

3 
山 口 啓 二

(昭和18年７月14日生)

昭和42年４月 当社入社 
平成９年４月 当社土木本部長代行 
平成９年６月 当社取締役 
平成９年12月 当社大阪支店長代行 
平成10年１月 当社大阪支店長 
平成11年４月 当社常務取締役 
平成12年７月 当社専務取締役 
平成12年12月 当社取締役副社長（現任） 
平成13年１月 当社執行役員副社長（現任） 
平成13年２月 当社関西支社長 
平成14年12月 当社北陸支店管掌 
平成15年６月 当社土木本部長（現任） 
平成15年６月 当社安全本部担当（現任） 
 現在に至る 

214,000株 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略         歴 
及び他の会社の代表状況 

所有する当社 
の 株 式 の 数 

    

4 
松 井 正 州

(昭和13年６月16日生)

平成８年６月 鹿島建設株式会社取締役四国支店
長 

平成10年６月 同社顧問 
平成11年６月 株式会社エムコ代表取締役社長 
平成12年12月 当社顧問 
平成13年１月 当社専務取締役（現任） 
平成13年１月 当社専務執行役員（現任） 
平成14年４月 当社品質・環境管理部担当（現

任） 
 現在に至る 

66,000株 

        

5 
三 松 一 宇

(昭和17年２月２日生)

平成７年４月 鹿島建設株式会社三菱石油本社ビ
ル新築JV工事事務所長 

平成10年10月 同社東京支店第五建築営業所長 
平成12年４月 同社東京支店建築部長 
平成12年12月 当社顧問 
平成13年１月 当社常務取締役（現任） 
平成13年１月 当社常務執行役員（現任） 
平成14年４月 当社CS推進室長（現任） 
 現在に至る 

66,000株 

        

６ 
髙 木 秀 宣

(昭和22年１月１日生)

平成10年６月 株式会社住友銀行取締役 
平成10年７月 同行法人企画部長 
平成11年２月 同行法人業務部長 
平成11年５月 同行本店支配人東京駐在 
平成11年６月 当社顧問 
平成11年６月 当社常務取締役 
平成11年６月 当社環境事業プロジェクト部担当
平成12年１月 当社環境事業プロジェクト部長 
平成12年４月 当社環境事業プロジェクト部総括
 部長 
平成12年４月 当社営業本部担当（現任） 
平成13年１月 当社常務執行役員（現任） 
平成13年５月 当社経営企画本部担当（現任） 
平成13年５月 当社環境事業プロジェクト部担当
 (現任） 
平成13年６月 当社常務取締役（現任） 
 現在に至る 

61,000株 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略         歴 
及び他の会社の代表状況 

所有する当社 
の 株 式 の 数 

    

７ 
新 井 克 人

(昭和22年６月17日生)

昭和45年４月 当社入社 
平成９年４月 当社財務本部長代行 
平成９年６月 当社取締役 
平成10年４月 当社財務本部長 
平成10年６月 当社経営総合本部財務本部長 
平成12年４月 当社財務本部長 
平成12年９月 当社綱紀担当 
平成12年12月 当社管理本部担当（現任） 
平成13年１月 当社常務取締役（現任） 
平成13年１月 当社常務執行役員（現任） 
平成13年６月 当社財務本部担当（現任） 
平成14年４月 当社綱紀担当（現任） 
 現在に至る 
他の会社の代表状況 
クマガイ オーストラリア ファイナンス リミ
テッド取締役社長 
クマガイ インターナショナル リミテッド取締
役社長 

68,000株 

        

８ 
吉 田 孝 男

(昭和19年８月１日生)

昭和42年４月 当社入社 
平成９年10月 当社建築本部建築企画チーム 
 チームリーダー 
平成11年４月 当社建築事業本部副本部長 
平成12年４月 当社住宅本部長 
平成12年12月 当社名古屋支店副支店長 
平成13年１月 当社名古屋支店長 
平成14年４月 当社執行役員（現任） 
平成15年６月 当社建築本部長（現任） 
 現在に至る 

21,000株 

        

９ 
大 田  弘

(昭和27年12月30日生)

昭和50年４月 当社入社 
平成10年６月 当社経営企画本部経営企画部長 
平成11年４月 当社土木事業本部副本部長 
平成11年４月 当社第１営業統括本部副本部長 
平成11年11月 当社経営企画本部長（現任） 
平成14年４月 当社執行役員（現任） 
 現在に至る 

56,000株 

    
 

 (注) 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 
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第７号議案 監査役２名選任の件 

  常勤監査役平沢秀男氏は本総会終結の時をもって辞任し、監査役小嶋正己氏は本

総会終結の時をもって任期満了となりますので、新たに監査役２名の選任をお願い

するものであります。本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。 

  監査役候補者は次のとおりであります。 

  なお、小嶋正己氏は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18

条第１項に定める社外監査役の候補者であります。 

監査役候補者 
 

候補者 

番 号 

氏    名 

(生 年 月 日) 
略         歴 

及び他の会社の代表状況 
所有する当社 

の 株 式 の 数 
    

1 
矢 崎 文 夫

(昭和22年９月９日生)

昭和47年４月 当社入社 
平成10年６月 当社管理本部副本部長 
平成12年９月 当社管理本部長代行 
平成13年６月 当社管理本部長（現任） 
平成15年２月 当社管理本部法務コンプライアン
 ス部長（現任） 
 現在に至る 

18,000株 

        

2 
小 嶋 正 己

(昭和12年10月20日生)

昭和44年４月 弁護士登録 
昭和49年10月 当社非常勤顧問 
平成６年６月 当社監査役（現任） 
 現在に至る 

13,000株 

    
 
 (注) 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

 
以 上 
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図 
 

会 場  東京都新宿区津久戸町２番１号 

     当 社 東 京 本 社 大 会 議 室 

     電 話（03)3260-2111（大代表） 
 
交 通   J    R  飯田橋駅東口より徒歩５分 

     営団地下鉄 有楽町線・南北線・東西線 

           飯田橋駅（出口B1) より徒歩３分 

     都営地下鉄 大江戸線飯田橋駅（出口C1) より徒歩２分 

 
 

 
 
 
 
 


